
米原市告示第１３号 

 米原市出産・子育て応援給付金支給要綱を次のように定める。 

  令和５年２月２０日 

米 原 市 長  平 尾 道 雄      

 

米原市出産・子育て応援給付金支給要綱 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援と一体的に実施す

る経済的支援として、出産・育児関連商品の購入、支援サービス等の利用者負担軽減を図る

ため、米原市出産・子育て応援給付金（以下「応援給付金」という。）を支給することに関

し、必要な事項を定めるものとする。 

(応援給付金) 

第２条 応援給付金は、次の各号に掲げる区分に応じて定める金額を、次条に規定する支給対

象者に給付するものとする。 

(１) 出産応援給付金 妊娠１回につき５万円 

(２) 子育て応援給付金 対象児童１人につき５万円 

２ 前項の応援給付金は、他の市町村で国の出産・子育て応援交付金による出産・子育て応援

ギフトの支給を受けている場合は、支給しないものとする。 

(出産応援給付金の支給対象者) 

第３条 出産応援給付金の支給対象となる者（以下この条において「支給対象者」という。）

は、次の各号に掲げる者のうち、当該給付金の申請時点で本市に住民登録（住民基本台帳法

（昭和42年法律第81号）の規定による住民登録をいう。以下同じ。）を行っている者とす

る。ただし、配偶者その他親族等からの暴力等を理由に避難している者等の特別な配慮を要

する者として別表に掲げる事例等に該当する者は、当該給付金の申請時点において本市に住

民登録を行っていない者であっても支給対象者とすることができる。 

(１) 令和５年２月20日（以下「事業開始日」という。）以降に妊娠の届出をした妊婦（産

科医療機関等を受診し、妊娠の事実を確認した者または妊娠していることが明らかである

者に限る。） 

(２) 令和４年４月１日以降、事業開始日より前に出生した児童の母（妊娠中に日本国内に

住所を有していた者に限る。） 



 
 

 
 

(３) 令和４年４月１日以降、事業開始日より前に妊娠の届出をした妊婦（妊婦であった者

を含み、前号に該当する者を除く。） 

２ 前項の支給対象者のうち、同項第１号に該当する者を「支給妊婦」といい、同項第２号お

よび第３号に該当する者を「遡及支給妊婦」という。 

(支給妊婦に対する出産応援給付金の支給申請) 

第４条 出産応援給付金の支給を受けようとする支給妊婦（以下この条において「申請予定者」

という。）は、妊娠の届出をし、かつ、妊娠の届出時の面談等を受けた後、他の市町村で出

産応援ギフトの支給を受けていない旨の申告および出産・子育て応援事業の適切な実施のた

め関係機関等に必要な情報を確認、共有すること（以下「関係機関等との情報共有等」とい

う。）について同意した上で、出産応援給付金申請兼請求書（様式第１号）を市長に提出し、

支給の申請を行わなければならない。ただし、この申請前に流産または死産した申請予定者

は、妊娠の届出時の面談等を受けることなく支給の申請を行うことができる。 

２ 前項の支給の申請は、申請予定者の妊娠中に行うものとする。ただし、災害その他申請予

定者の責めに帰さないやむを得ない特別な事情により申請予定者が妊娠中に支給の申請を行

うことができなかった場合は、当該やむを得ない特別な事情がやんだ後３月以内に支給の申

請を行うことができる。 

(遡及支給妊婦に対する出産応援給付金の支給申請) 

第５条 出産応援給付金の支給を受けようとする遡及支給妊婦（以下この条において「申請予

定者」という。）は、事業開始日以降、市のアンケート（以下「妊娠期間アンケート」とい

う。）を提出し、かつ、他の市町村で出産応援ギフトの支給を受けていない旨の申告および

関係機関等との情報共有等について同意した上で、出産応援給付金申請兼請求書（様式第１

号）を市長に提出し、支給の申請を行わなければならない。ただし、この申請前に流産また

は死産した申請予定者は、妊娠期間アンケートの提出を行うことなく支給の申請を行うこと

ができる。 

２ 申請時点で妊娠した児童を出生している申請予定者は、第８条第１項に規定する市のアン

ケートの提出をもって、前項の支給の申請を行うことができる。 

３ 第１項の支給の申請は、原則として、市が申請予定者に発送する出産応援給付金に関する

案内文書の発出日から起算して３月以内に行うものとする。ただし、災害その他申請予定者

の責めに帰さないやむを得ない特別な事情により、申請予定者が申請期間内に支給の申請を

行うことができなかった場合は、当該やむを得ない特別な事情がやんだ後３月以内に支給の

申請を行うことができる。この場合であっても、令和６年３月１日以降の支給の申請はでき



 
 

 
 

ないものとする。 

(子育て応援給付金の支給対象者) 

第６条 子育て応援給付金の支給対象となる者（以下この条において「支給対象者」という。）

は、次の各号に掲げる対象児童（子育て応援給付金の支給算定の基礎となる児童をいう。以

下同じ。）を養育する者であって、当該給付金の申請時点で本市に住民登録を行っている者

とする。ただし、同一の対象児童に係る支給対象者が２人以上いる場合において、そのうち

１人に対して子育て応援給付金が支給された場合は、他の支給対象者に対する同一の対象児

童に係る子育て応援給付金は支給しない。 

(１) 事業開始日以降に出生した児童であって、本市に住民登録を行っている者 

(２) 令和４年４月１日以降、事業開始日より前に出生した児童であって、本市に住民登録

を行っている者 

２ 前項の支給対象者のうち、同項第１号に掲げる児童を養育する者を「支給養育者」といい、

同項第２号に掲げる児童を養育する者を「遡及支給養育者」という。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、子育て応援給付金の支給対象

者としない。 

(１) 児童手当法（昭和46年法律第73号）第４条第１項第４号に規定する小規模住居型児

童養育事業を行う者 

(２) 児童手当法第４条第１項第４号に規定する障害児入所施設等の設置者 

(３) 法人 

４ 第１項の規定にかかわらず、配偶者その他親族等からの暴力等を理由に避難している者等

の特別な配慮を要する者として別表に掲げる事例等に該当する者は、当該給付金の申請時点

において本市に住民登録を行っていない者であっても支給対象者とすることができる。 

(支給養育者に対する子育て応援給付金の支給申請) 

第７条 子育て応援給付金の支給を受けようとする支給養育者（以下この条において「申請予

定者」という。）は、対象児童の出産後の面談等を受けた後、他の市町村で同一の対象児童

に係る子育て応援ギフトの支給を受けていない旨の申告および関係機関等との情報共有等に

ついて同意した上で、子育て応援給付金申請兼請求書（様式第２号）を市長に提出し、支給

の申請を行わなければならない。ただし、この申請前に対象児童が死亡した申請予定者は、

出生後の面談等を受けることなく支給の申請を行うことができる。 

２ 前項の支給の申請は、原則として、出産後の面談等の実施後、生後４か月頃までに行うも

のとする。ただし、災害その他申請予定者の責めに帰さないやむを得ない特別な事情により



 
 

 
 

生後４か月頃までに支給の申請を行うことができなかった場合は、当該やむを得ない特別な

事情がやんだ後３月以内に支給の申請を行うことができる。この場合であっても、対象児童

が３歳に達する日以降は支給の申請はできないものとする。 

(遡及支給養育者に対する子育て応援給付金の支給申請) 

第８条 子育て応援給付金の支給を受けようとする遡及支給養育者（以下この条において「申

請予定者」という。）は、事業開始日以降、市のアンケート（以下「出生後アンケート」と

いう。）を提出し、かつ、他の市町村で同一の対象児童に係る子育て応援ギフトの支給を受

けていない旨の申告および関係機関等との情報共有等について同意した上で、子育て応援給

付金申請兼請求書（様式第２号）を市長に提出し、支給の申請を行わなければならない。た

だし、この申請前に対象児童が死亡した申請予定者は、出生後アンケートの提出を行うこと

なく支給の申請を行うことができる。 

２ 前項に規定する申請は、原則として、市が申請予定者に発送する子育て応援給付金に関す

る案内文書の発出日から起算して３月以内に行うものとする。ただし、災害その他申請予定

者の責めに帰さないやむを得ない特別な事情により申請期間内に支給の申請を行うことがで

きなかった場合は、当該やむを得ない特別な事情がやんだ後３月以内に支給の申請を行うこ

とができる。この場合であっても、令和６年３月１日以降の支給の申請はできないものとす

る。 

(代理による申請) 

第９条 第４条、第５条、第７条および前条の規定に基づく支給の申請は、当該申請者の指定

した者であると認められる者その他市長が別に定める方法により適当と認める者により当該

申請者に代わって行うことができる。 

(支給決定等) 

第 10条 市長は、第４条、第５条、第７条および第８条に規定に基づく支給の申請を受理した

ときは、内容を審査し、支給の可否を決定して当該申請者に（出産・子育て）応援給付金（支

給・不支給）決定通知書（様式第３号）により通知し、応援給付金を支給する。 

２ 市による支給は、申請者本人名義の金融機関口座への振込みにより行うものとする。ただ

し、申請者が金融機関に口座を開設していない場合、金融機関から著しく離れた場所に居住

している場合その他申請者本人名義の金融機関口座への振込みによる給付が困難な場合は、

市が別に定める方法により給付を行うものとする。 

(応援給付金の支給等に関する周知) 

第 11条 市長は、応援給付金の支給の実施に当たり、支給対象者および要件、申請の方法等に



 
 

 
 

ついて、広報その他の方法により関係者への周知を行う。 

(申請が行われなかった場合等の取扱い) 

第 12 条 市長が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、支給対象者から第４条第２

項または第５条第３項および第７条第２項または第８条第２項の申請期限までに支給の申請

が行われなかった場合、当該支給対象者が応援給付金の支給を受けることを辞退したものと

みなす。 

２ 市長が第 10 条第１項の規定に基づく応援給付金の支給決定を行った後、申請兼請求書の

不備による振込不能等があり、市が確認等に努めたにもかかわらず、申請兼請求書の補正が

行われないことその他支給対象者の責に帰すべき事由により支給ができなかったときは、当

該申請は取り下げられたものとみなす。 

(不当利得の返還) 

第 13条 市長は、偽りその他不正の手段により応援給付金の支給を受けた者に対し、支給を行

った応援給付金の返還を求める。 

(受給権の譲渡または担保の禁止) 

第 14条 応援給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、または担保に供してはならない。 

(その他) 

第 15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

  

付 則 

この告示は、令和５年２月20日から施行する。  



別表（第３条・第６条関係） 

 

「配偶者その他親族等からの暴力等を理由に避難している者等の特別な配慮を要する者」と

は、次の(１)または(２)に掲げる事例で、かつ、次の(３)または(４)の申出者の要件を満たす

者とする。 

 

(１) 配偶者からの暴力等を理由に避難し、配偶者と生計を別にしている者（婦人相談所一時

保護所（一時保護委託契約施設を含む。以下同じ。）または婦人保護施設の入所者の暴力被害

が、当該入所者の親族（配偶者を除く。以下同じ。）等、当該入所者が属する世帯の者が加害

者であって、当該親族と生計を別にしている入所者を含む。）およびその同伴者であって、申

請日において市に住民票を移していない者 

(２) 親族等からの暴力等を理由とした避難事例で、親族等からの暴力等を理由に避難してい

る者が自宅には帰れない事情を抱えている者 

(３) 申出者の配偶者に対し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平

成 13 年法律第 31 号）第 10 条に基づく保護命令（同条第１項第１号に基づく接近禁止命令

または同項第２号に基づく退去命令）が出されていること。 

(４) 婦人相談所による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」（親族等からの暴

力を理由に婦人相談所一時保護所または婦人保護施設に入所している者に婦人相談所により

発行される「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」と同様の内容が記載された

証明書を含む。）が発行されていること。 

なお、婦人相談所以外の配偶者暴力対応機関（配偶者暴力相談支援センター、福祉事務所

および市町村における配偶者暴力相談支援担当部署）、行政機関および関係機関と連携して

ＤＶ被害者支援を行っている民間支援団体（婦人保護事業委託団体、地域ＤＶ協議会参加団

体および補助金等交付団体）が発行した確認書も上記証明書と同様のものとして取扱うもの

とする。 



 
 

 
 

様式第１号（第４条、第５条関係） 

米原市出産応援給付金申請兼請求書 

（国の出産・子育て応援交付金による出産応援ギフト） 

年  月  日  

米 原 市 長  様 

 

                         現 住 所                   

氏  名                ㊞  

                         電話番号     （   ）         

 

※振込先の口座名義人は、申請者本人名義の口座としてください。申請者本人名義の口座でない場合は、以下により委

任について御承諾願います。 

私は、上記の口座名義人に出産応援給付金の受領について、その権限を委任します。 

 

氏  名               ㊞  

 

■市職員記入欄 

医療機関から

の妊娠届出書 
有・無 面談 済・未 面談日    .   . 対応職員  

 

(１） 

妊娠届出日時点の住所地（現住所と異なる場合のみ記載） 

 〒   ―      

 

(２） 母子健康手帳番号  

(３） 出産応援給付金の支給（妊婦１人につき５万円相当）を希望します。 はい・いいえ 

(４) 

(３)で「はい」と答えられた方 

他の自治体で、出産・子育て応援交付金による出産応援ギフトの支給を

受けていません。 

 ※出産応援ギフトの支給状況について、他の自治体に確認することがあります。 

はい・いいえ 

(５) 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援に必要となる場合には、市町村、医療機関、相談

支援関係機関等が把握した情報（妊娠状況や妊婦健康診査受診状況、伴走型相談支援等で活用する

アンケート結果や子育てガイドの内容等）について、必要に応じて相互に確認・共有することに同

意します。 

 

                        署  名               

振 

込 

先 

※ 
金融機関名 

 銀  行 

 信用金庫 

 農  協 

本店 支店 

出張所 代理店 
種 別 

１ 普 通 

２ 当 座 

口座番号        口 座 番 号 は 

左詰めで記入 

カタカナ）   

口座名義人 
  

  

見本



 
 

 
 

様式第２号（第７条、第 8条関係） 

米原市子育て応援給付金申請兼請求書 

（国の出産・子育て応援交付金による子育て応援ギフト） 

年  月  日  

米 原 市 長  様 

 

                         現 住 所                   

氏  名                ㊞  

                         電話番号     （   ）         

 

※振込先の口座名義人は、申請者本人名義の口座としてください。申請者本人名義の口座でない場合は、以下により委

任について御承諾願います。 

私は、上記の口座名義人に子育て応援給付金の受領について、その権限を委任します。 

 

氏  名                ㊞  

■市職員記入欄 

面  談 済・未 面談日     .    .     対応職員  

(１) お子様の氏名 （    年   月   日生まれ） 

（２） 
出生日時点の住所地（現住所と異なる場合のみ記入） 

〒   ―                     

(３) 母子健康手帳番号   

(４) 子育て応援給付金の支給（お子様１人につき５万円相当）を希望します。 はい・いいえ 

(５） 

(４)で「はい」と答えられた方 

他の自治体で、出産・子育て応援交付金による子育て応援ギフトの支給

を受けていません。 

 ※子育て応援ギフトの支給状況について、他の自治体に確認することがあります。 

はい・いいえ 

（６） 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援に必要となる場合には、市町村、医療機関、相談

支援関係機関等が把握した情報（産婦健康診査受診状況、産後ケア事業利用状況、伴走型相談支援

等で活用するアンケート結果等)について、必要に応じて相互に確認・共有することに同意します。 

 

                   署  名                   

振 

込 

先 

※ 
金融機関名 

 銀  行 

 信用金庫 

 農  協 

本店 支店 

出張所 代理店 
種 別 

１ 普 通 

２ 当 座 

口座番号        口 座 番 号 は 

左詰めで記入 

カタカナ）   

口座名義人 
  

  

見本



 
 

 
 

様式第３号（第10条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

              様 

 

米 原 市 長  印  

 

 

米原市（出産・子育て）応援給付金支給（不支給）決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました米原市（出産・子育て）応援給付金につき

まして、下記のとおり（支給すること・不支給とすること）に決定しましたので、米原市出産・

子育て応援給付金支給要綱第10条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

【出産応援給付金の支給の場合】 

出産応援給付金の支給決定額  金       円 

【出産応援給付金の不支給の場合】 

  不支給の理由： 

 

【子育て応援給付金の支給の場合】 

子育て応援給付金の支給決定額  金      円 

養 育 者 名： 

対象児童名： 

【子育て応援給付金の不支給の場合】 

  不支給の理由： 

見本


